
第４回宮崎市上下水道事業経営審議会

投資・財政計画ローリングを踏まえた
経営シミュレーションについて

１ 経営方針案の検討（投資・財政）

２ 料金算定の仕組み

資料２

令和５年10月11日



次の３つの観点から、投資・財政計画から重要視する要素を検討する。

 ・他市よりも高い残高なのはなぜ？

 ・これまでいくら減少させてきたのか？

 ・これからはいくらぐらい減少させる？

 ・料金への影響は？

 ・今のままの料金だと経営はどうなる？

 ・水道料金の適正な料金はいくらぐらい？

 ・下水道使用料の使用料単価の目標は？

 ・一般会計繰入金は下水道使用料改定によっていくら減らせる？

 ・工事期間の後ろ倒しはできる？

 ・将来の投資計画は？

 ・工事を減らせば経営は安定する？

 ・工事を減らすことで市民生活への影響は？

①建設改良費

②企 業 債

③適正な料金

１ 経営方針案の検討
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 ①建設改良費（水道事業）

●令和６～１１年度（６年間）の建設改良費総額について

 平成３０年度経営戦略策定時点        221.2億円（36.87億円/年）
 令和５年度投資・財政計画ローリング結果   211.5億円（35.25億円/年）
 
 ※既に事業の優先度を考慮し、大規模事業の工事着手時期の見直しによる事業費の平準 
  化を図った計画としているため、これ以上の事業費削減等は難しい。
  
 ※また、この見直しに伴い令和12年度以降にも大規模事業が控えている状況にある。

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

建設改良費 41.8 40.7 26.3 34.0 28.7 40.0 31.9 45.9 49.4 47.5

（単位：億円）

●令和１２～１５年度（４年間）の建設改良費総額について

 令和５年度投資・財政計画ローリング結果   174.7億円（43.68億円/年）
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 ①建設改良費（水道事業）

●令和１２年度以降に予定している主な事業の予定工期と費用
 （令和１２年度以前に開始する事業含む）
 ・富吉浄水場更新事業    【令和８年度～令和２４年度   
 ・富吉水源地更新事業    【令和１６年度完成予定      
 ・下北方浄水場大規模改修事業【令和７年度～令和１８年度   
 ・生目台送水管更新事業   【令和５年度～令和２３年度予定 
 ・大淀川水管橋耐震事業   【令和９年度～令和１４年度   

大淀川水管橋耐震事業（仮称）下北方浄水場大規模改修事業富吉浄水場更新事業

●市民生活への影響
 ・老朽管の増加に伴い漏水等のリスクが高まる。
 ・耐震化の遅れに伴い災害時において施設等が機能不全に陥るリスクが高まる。 

《上下水道局の考え》
 安心安全な水の供給のためにはこれ以上の事業費削減は難しい。

事業費約７０億円】
事業費約５１億円】
事業費約４２億円】
事業費１００億円以上】
事業費約１２億円】
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 ②企業債（水道事業）
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 ②企業債（水道事業）

●企業債残高が増加した３つの局面

《上下水道局の考え》
 プライマリーバランスを厳守しつつ料金収入とのバランスを考える必要がある。
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◆第１局面
・旧３町の企業債償還残高：約57億円
・平成17年台風14号での富吉浄水場災害復旧：約12億円

◆第２局面
・清武町の企業債償還残高：約30億円
・旧町域送水管布設

◆第３局面
・下北方浄水場大規模改修造成工事
・富吉浄水場電気系統更新事業
・池内配水池、旧町域送水管布設

清武町合併⇒

３町合併⇒

⇐223億円

⇐288億円
⇐294億円

329億円⇒

⇓378億円

355億円⇑

（億円） （万人）
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 ③適正な料金（水道事業）

●適正な料金の判断基準
 ・料金改定（５％、１０％、１５％）をした場合の収支と資金の見込みは下記のとおり。
 ・料金改定によって収支赤字と資金不足が解消しなければならない。

●今後の経営状況
 ・収益的収支は令和１０年度に赤字となる見込み。
 ・資金残高（目標３０億）は令和７年度以降確保できない見込み。
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 ③適正な料金（水道事業）

●料金改定方法
  水道料金の改定率は、公益社団法人日本水道協会が発行する「水道料金改定業務の 
 手引き」の算定要領に基づき算出する（総括原価方式･･･概要は16～17ページ参照）
 ・算定期間は５年間（本市では令和７年度から令和１１年度）
 ・資産維持費を求めるための資産維持率は３％（標準値）
  （資産維持費＝料金算定期間における期首・期末の償却資産額の平均値×資産維持率（3％））

《上下水道局の考え》
 社会経済情勢や市民生活を考慮し、許容できる料金改定を検討する必要がある。
 ※次ページ以降で算定期間の資金不足のみに着目したシミュレーションをする。

水道料金
334.9億円

改定に伴う増収分
107.9億円

企
業
債
利
息

控除
対象
収入
30.2
億円 

減価償却費
147.0億円

維持管理費－控除対象収入
212.5億円－30.2億円＝182.3億円

資産維持費
99.7億円13.8億円

 ※算定要領に基づいたシミュレーションでは改定率が約３２％となってしまう･･･

【上記算出方法による試算】

水道料金で賄う費用
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令和７年度から令和１１年度の収支見込み

収入総額
386.0億円

支出総額
637.3億円

・令和５年度投資・財政計画ローリング結果よりシミュレーション
・令和１１年度末時点で３０億円の留保資金を確保する

  資金不足を解消するためには、企業債を増や
  すか水道料金を増やすか検討が必要

収支不足額
251.3億円

その他
の収入

維持管理費
212.5億円

減価償却費
147.0億円

建設改良費
169.7億円

企業債元利
償還金

108.1億円

収入総額
386.0億円

支出総額
637.3億円

水道料金
334.9億円

30億円確保後
の留保資金
153.0億円

補
填

補
填

●総収入と総費用から不足額を算出すると 
 ・収益的収支と資本的収支を合計した収支不足額は２５１．３億円。
 ・３０億円確保後の留保資金と企業債で補填しても２６億円が不足。

令和１１年度までの資金不足を解消したとしても、その５年後は･･･

51.1億円

企業債
72.3億円

 ③適正な料金（水道事業）

資金不足額
26.0億円
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令和１２年度から令和１６年度の収支見込み

収支不足額
237.2億円

その他
の収入

維持管理費
219.9億円

減価償却費
147.0億円

建設改良費
170.8億円

企業債元利
償還金

94.3億円

収入総額
394.8億円

支出総額
632.0億円

水道料金（7.77％改定後）
346.2億円

30億円確保後
の留保資金
106.4億円

企業債
93.0億円

・令和５年度投資・財政計画ローリング結果よりシミュレーション
・令和１６年度末時点で３０億円の留保資金を確保する
・令和１６年度の事業費はローリング期間外のため推計値

資金不足額
37.8億円

補
填

補
填

７年度に改定を行ったとしても、その５年後には１０％以上の改定が必要となる･･･

●総収入と総費用から不足額を算出すると 
 ・収益的収支と資本的収支を合計した収支不足額は２３７．２億円。
 ・３０億円確保後の留保資金と企業債で補填しても３７．８億円が不足。

48.6億円

  資金不足を解消するためには、企業債を増や 
  すか水道料金を増やすか検討が必要

 ③適正な料金（水道事業）
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基準外繰入金は総務省の基準に依らない繰り入れである。
この繰入金がない場合、令和４年度の0.9億円の純利益は9.7億円の純損失となる。

 ③適正な料金（公共下水道事業）

令和４年度決算見込みを基にシミュレーション

繰入金 6.5億円
その他 24.1億円

減収
10.6億円

営業収益
(下水道使用料等)

60.9億円
営業費用

(維持管理費・減価償却費等)
92.0億円

営業外費用
(支払利息等)

9.2億円

収入

支出

営業外収益
（繰入金17.1億円 その他24.1億円）

41.2億円
経
常
利
益

（基準外繰入金なし）

0.9億円⇒

-12
-10
-8
-6
-4
-2
0
2

R1 R2 R3 R4

収益的収支の推移

繰入あり（決算値） 繰入なし

差額分を使用料で賄えれば福祉
や教育等に回すことが可能

（基準外繰入金あり）

(億円)

 下水道事業会計における基準外繰入金控除後の収支状況
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 ③適正な料金（公共下水道事業）

89.07 
87.46 87.98 88.52 

100.00 100.91 99.82 100.32 

80.00 

85.00 

90.00 

95.00 

100.00 

105.00 

R1 R2 R3 R4 目標

年度別経費回収率の推移

宮崎市 類似団体平均

(％)

(経営比較分析表より)

※類似団体＞＞＞処理区域内人口１０万以上、処理区域内人口密度５０人／ha未満(団体数56)

●経費回収率
 使用料で回収すべき汚水処理経費をどの程度使用料で賄えているかを示す指標
 ・Ｒ４宮崎市の経費回収率：８８．５２％
 ・本市は使用料で汚水処理費を賄えていない状況にある。
 ・本市と事業規模が類似した団体※の平均は１００％近い状況にある。

11



現在の下水道使用料（令和４年度使用料単価：133.66円）を、

①例えば使用料単価１５０円【最低限の努力目標】とした場合（平均改定率12.23％）
 経費回収率は99.3％となり、一般会計繰入金は約６億円減少する見込み。

②例えば使用料単価１６５円【汚水処理費総額】とした場合（平均改定率23.45％）
 経費回収率は109.3％となり、一般会計繰入金は約１１億円減少する見込み。

３条繰入金 減少額

Ｒ4
決算見込み ２８億円 －

①使用料単価
150円 ２２億円 ６億円

②使用料単価
165円 １７億円 １１億円

 ③適正な料金（公共下水道事業）

使用料
単価 平均改定率

Ｒ4
決算見込み 133.66円 －
①最低限の
努力目標 150.00円 12.23％

②汚水処理費
総額 165.00円 23.45％
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【追加資料】③適正な料金（公共下水道事業）
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営業費用の見込み

経営戦略策定時 ローリング結果

（百万円）

●適正な使用料水準の将来像
 ✔令和４年度決算における汚水処理原価は１６５円（汚水処理費／有収水量）
 ✔令和５年度のローリング結果では、費用の増加に伴い汚水処理原価の増加と、繰入金の
  増加が継続する
 ✔「独立採算の経営」及び「一般会計での繰入金の有効活用（福祉や教育等での活用）」を
  考慮した場合、繰入金の削減が不可避 
 ✔更なる改定が必要

4,952 4,802 4,674 

2,808

3,501 
3,910 

1,751

2,483 
2,961 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

使用料と繰入金（３条）の見込み

下水道使用料 繰入金合計 繰入金（基準内）

（百万円）

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

繰入金は
40％増

！

《上下水道局の考え》
 水道料金の改定同様に社会経済情勢や市民生活を考慮し、許容できる料金改定を検討
する必要がある。
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 現在、企業債残高は減少傾向にあるものの他事業
体と比べ高い状況にある。この要因は市町村合併や
災害対応等によるものであると分析している。
 また、企業債の借入額を増やせば資金は増えるが、
プライマリーバランスを厳守しなければ健全経営と
は言えず、将来世代への負担も考慮する必要がある。

 経営基盤の強化に向けた料金改定は必要だが、社
会経済情勢や市民生活を考慮する必要がある。
 水道事業では令和11年度までの収支計画において
最低限必要となる料金がいくらになるのか改めてシ
ミュレーションし、下水事業では独立採算制の原則
に基づき、使用料単価150円に向けた検討を行う。

令和５年度投資・財
政計画ローリングの
投資計画の事業費を
維持

 経営戦略策定時（H30年度）と比較して、事業の
組み替え等により10億円の事業費を削減しており、
これ以上の事業費の削減や計画の後ろ倒しは、安
心・安全な水の供給に影響が生じる。
 また、事業の組み替えに伴い、令和12年度以降も
大規模な事業が控えている。

①建設改良費

②企 業 債

③適正な料金

●プライマリーバラ
ンスを厳守した企業
債の活用を行う
●減少幅については
検討の余地あり

現在の市民生活を考
慮した改定率を改め
て次回検討する

案
【まとめ】経営方針案
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２ 料金算定の仕組み

○総括原価方式（水道事業）

○使用料単価の目安（公共下水道）
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 総括原価方式（水道事業）

 料金算定は次の手順で行われる

財政計画の策定

料金水準の算定
（総括原価の算定）

料金表の確定

料金体系の設定
（個別原価の算定）

・料金算定期間の決定
・需給計画等の基本方針の決定
・財政収支の見積り

・料金総収入額の算定
・関連収入の控除
・資産維持費の算入

・料金体系の選択
・原価の分解
・原価の配賦

現在
検討中

次回
検討予定
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 総括原価方式（水道事業）

●適正な料金水準の算定
 水道料金の「総括原価（適正な原価）」は、財政計画の営業費用及び支払利息に資産維持費
（施設の計画的な改修・更新等に必要となる費用）を加算し算出する。この総括原価と料金収
 入の総額が一致するように料金を設定する方法を総括原価方式という。

【総括原価方式とは？】

営業
費用

資本
費用

総括
原価

（総原価） （事業報酬）
人件費、修繕費
減価償却費等

支払利息
資産維持費

料金

総括原価と料金は均衡

※

※資産維持費とは
・施設の計画的な改修・更新等に必要となる費用
・適切な給水サービスを継続していくために必要
・算入しない場合、将来の施設等の更新に必要な財源が内部留保されない
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 使用料単価の目安（公共下水道事業）

●適正な使用料水準の算定
  下水道使用料については、雨水費用（公費負担）を区分する必要があるものの、水道料金
 同様のシミュレーションをすべきではあるが、料金単価が低いことから先ずは国が示す使用
 料単価（最低限努力すべき使用料単価）に向けたシミュレーションをする。 

独立採算の原則に基づけば１６５円を目指すべきではあるが、大幅な値上げは
市民生活への影響が大きいことから、１５０円をベースに改定率を検討する。

150.00円／㎥
最低限の努力

165.00円／㎥
汚水処理原価総額

133.66円／㎥

R4決算見込
使用料単価

12.23％ 23.45％

約６億円削減 約11億円削減基準外繰入金

平均改定率

単価の目安
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 使用料単価の目安（公共下水道事業）

9,050
9,276

9,496 
9,666 

9,801 9,916 10,022 
10,161 

9,204

9,605
9,872 

10,139 10,125 
10,343 

10,518 
10,828 

8,500

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000

11,500

12,000

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

営業費用の見込み

経営戦略策定時 ローリング結果

（百万円）

次回の審議会で、一般家庭における平均的な下水道使用料が改定によってどの
程度の金額になるのか、いくつかのパターンで提示する。

●適正な使用料水準の将来像
  令和４年度決算における汚水処理原価は１６５円（汚水処理費／有収水量）となっている。
 また、令和５年度ローリング結果において 費用の増加が見込まれることに加え、有収水量
 の減少に伴う下水道使用料の減少から見えるように、汚水処理原価の増加が見込まれる。
  このため、将来的には更なる改定が必要となる。

5,092 5,107 5,083 5,067 5,049 5,040 5,009 4,988 

4,952 4,948 4,921 4,898 4,876 4,860 4,828 4,802 

4,200

4,400

4,600

4,800

5,000

5,200

5,400

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

下水道使用料収益の見込み

経営戦略策定時 ローリング結果

（百万円）
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